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インターネットと著作権法

• 平成２０年以降の改正は、ほぼ全てネット対応

平成２１年：検索、サムネイル、ＤＬ違法化
平成２４年：写り込み等
平成２６年：出版権の電子書籍への拡大
平成３０年：柔軟な権利制限、教育利用での権利制限拡大
令和２年：リーチサイト規制、ＤＬ違法化、写り込み拡大

対抗制度の導入
令和３年：図書館資料の公衆送信（権利制限の拡大）



図書館資料の公衆送信（令和３年改正）



デジタル海賊版対策の改正（令和２年）

• デジタル海賊版対策

デジタル海賊版の形態
ストレージサーバー＝リーチサイト
オンラインリーディング
ピアトゥピア（トレントサイト）

令和２年法改正

リーチサイト規制
侵害コンテンツのダウンロード違法化



リーチサイトの構造





本来、ＵＲＬを記載する行為は、インターネットにおける基本的な表現
行為であること。
記載されたＵＲＬは、それ自体著作物ではないこと。
↓
侵害行為を規定する１１３条に、２項～４高を新設することで対応。

侵害とみなす行為を限定するために、「ウェブページの集合物」という
概念を導入し、その要件を政令で定めることとしている。

ウェブサイトにおいて、
（ア）当該複数のウェブページに共通する性質を示す名称の表示その他
の当該複数のウェブページを他のウェブページと区別して識別するため
の表示が行われており、かつ、
（イ）当該複数のウェブページに到達するための送信元識別符号等を一
括して表示するウェブページその他の当該複数のウェブページの一体的
な閲覧を可能とする措置を講じたウェブぺージが設けられていることを
規定する。









海賊版対策としての民間施策

一般社団法人ＡＢＪの設立
（権利者、出版社、電子書店、通信事業者等で構成）

ＡＢＪマークの付与及び管理
マークの登録商標としての管理
マーク掲示の申請受付と付与
マーク掲示申請の審査

海賊版サイトリスト（ブラックリスト）の作成及び提供
海賊版サイト調査
ブラックリストの作成及び更新
ブラックリストの随時提供

海賊版撲滅に向けた啓蒙活動
ＳＴＯＰ海賊版キャンペーンの実施
行政機関、関係団体との連携























利用権に対する対抗制度の導入

今回導入される制度は
「利用許諾に係る利用方法及び利用条件に従って著作物を利用すること
ができるという点について対抗を可能とする制度をさし、自分以外の者
には利用を行わせないという点（独占性）の対抗を可能とするものでは
ないものとして検討を行う」（著作権分科会報告書）
という考え方によるものである。

このため独占的ライセンシーであっても、みずからの利用が継続できる
のであれば、権利の譲受人が第三者に非独占的ライセンスを付与するこ
とが可能となる。

このため、現在
①独占的ライセンスの対抗制度の導入
②独占的ライセンシーに対し差止請求権を付与する制度の導入
について、検討が行われている。



法改正が出版契約に与える影響

• 当然対抗制度について

出版権は実質的に著作権の一部譲渡と評価できる。
↓
出版権を設定し登録したとしても、出版権設定前からの利用許
諾は存続する。

出版権設定後登録前に許諾された利用権はどうなるのか？
利用権者からのサブライセンスはどう保護されるのか？

いくつか実務上の疑問点は存在する→裁判例を待つしかない？



法改正が出版契約に与える影響

• 教育目的補償金（本年度から）

出版社は自ら著作権を有していない限り補償金の受領権限はな
い。
著作権者が補償金の受領を出版社に委託した場合は、受託者と
しての受領が行われる。
↓
書協ひな形を増補予定

• 図書館送信の補償金（令和５年度から）

二号出版権者は受領権限がある。
その他の立場の出版社は受領権限がないが、配分には参画する
必要がある。
↓
関係者間協議で配分を決めることになる。
出版契約での個別対応は不要？


